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館山市子ども・子育て支援事業計画（第３期） 

策定業務委託プロポーザル実施要領 
 

1 趣旨 

館山市子ども・子育て支援事業計画（以下「現行計画」という。）については、子ども・子育て支

援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」であり、本市における基本的な考え方

を示すものであるとともに、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「市町村行動計画」の性格を

持ち合わせた計画としている。 

また、令和５年４月にこども基本法が施行され、本計画にこどもの意見の反映等の新たな取り組み

が求められることとなった。 

本業務は、令和７年（２０２５年）以降の５か年計画となる、館山市子ども・子育て支援事業計画

（第３期）の策定にあたり、本市における現行計画の現状分析及び市民ニーズを的確に把握し、今後

の課題に対し専門的見地からの助言が必要となることから、公募型プロポーザル方式により契約の相

手方となる候補者を選定するものとする。 

 

２ 業務の概要 

(1) 業務の名称 

館山市子ども・子育て支援事業計画（第３期）策定業務委託 

(2) 業務の内容 

「館山市子ども・子育て支援事業計画（第３期）策定業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）

のとおり 

(3) 履行期限 

令和７年３月２７日（木） 

(4) 契約限度額 

① 令和５年度分契約限度額 

３，９０４，０００円（消費税および地方消費税を含む） 

② 令和６年度分契約限度額 

４，０１５，０００円（消費税および地方消費税を含む） 

 

３ 実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

(1) 館山市入札参加適格者名簿に登載されている者又は登録を予定している者 

(2) この事業の公告日から契約締結日までの間に館山市建設工事請負業者等指名停止措置要領に基づ

く指名停止措置を受けていない者 

(3) 館山市入札契約に係る暴力団対策措置要綱に定める暴力団排除措置要件に該当しない者 
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(4) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者のほか、次のいずれにも該当しない者 

ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者 

イ 対象事業の入札日前６ヶ月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの

更生手続開始決定がされていない者 

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの

再生手続開始決定がされていない者 

(5) 千葉県内市町村で、子ども・子育て支援事業計画策定業務等同種業務または市町村総合計画の履

行実績を有する者 

 

５ 実施スケジュール 

項  目 期 間 等 

① 事業の公告・実施要領等の公表 令和５年７月７日 

② 質疑受付期間 令和５年７月７日 から 

令和５年７月１８日 午後５時まで 

③ 質問回答 随時回答（最終日：令和５年７月２０日） 

④ 参加申込書提出期限 令和５年８月２日 午後５時まで 

⑤ 参加資格審査結果の通知（※） 令和５年８月４日 

⑥ 企画提案書等の提出期限 令和５年８月１０日 午後５時まで 

⑦ プロポーザル審査会 令和５年８月１８日 午後 

⑧ 選定結果通知 令和５年８月２３日 

⑨ 契約締結（予定） 令和５年８月中 

＊プロポーザル審査会の日程・場所は、提出書類に記載されたメールアドレス宛に、別途通知する。 

＊日程は市の都合により変更する場合がある。 

＊プロポーザル審査会への参加について、参加申込が６者以上あった場合は同種業務受託実績の多寡

により５者以内に選考する。 

 

６ 質問の受付及び回答 

本プロポーザルに関する質問は、質問書（様式第５号）により、電子メールで受付を行う。 

(1) 提出期間 

令和５年７月７日（金）から 令和５年７月１８日（火）午後５時まで（必着） 

(2) 回答 

質問内容及び回答については、館山市ホームページ内で随時公開するとともに、質問者へ電子メー

ルで回答する。なお、最終回答日は令和５年７月２０日（木）とする。 

 

７ 参加資格審査 

本プロポーザルへの参加を希望する場合は、以下のとおり参加申込書等を提出すること。 

参加申込を行った者に対し、参加資格確認終了後、参加資格確認結果通知書を交付する。 
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なお、次項に記載する参加申込書等一式を提出期限内に提出ない者又は審査の結果参加資格がない

と認められた者は、本プロポーザルに参加することはできない。 

(1) 提出書類 

① 参加申込書（様式第１号） 

② 会社概要書（様式第２号） 

※ 館山市入札参加適格者名簿に未登載の者は以下の書類を会社概要書に添付すること 

ａ 法人の場合、登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

ｂ 個人の場合、身分証明書及び登記されていないことの証明書 

ｃ 印鑑証明書 

ｄ 納税証明書（国税） 

・ 法人の場合、法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３） 

・ 個人の場合、所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の２） 

ｅ 納税証明書（千葉県税） 

・ 千葉県内に事業所を有する場合、千葉県税の完納証明書（納税証明書その２） 

ｆ 市税完納証明 

ｇ 財務諸表 

③ 業務受託実績書（様式第３号） 

※業務実績においては関連会社の実績は含めないこと。 

(2) 提出期限 

令和５年８月２日（水）午後５時まで（必着） 

(3) 提出先及び提出方法 

事務局に持参又は郵送のいずれかで提出すること。持参の場合は、土日祝日を除く午前８時３０分

から午後５時までとする。 

(4) 参加資格審査結果の通知 

参加資格の確認は、「４ 参加資格」に基づいて行い、その結果を参加資格確認結果通知書により

令和５年８月４日（金）に電子メールにより通知する。 

 

８ 企画提案書の提出等について 

参加資格審査により参加が認められた者は、以下のとおり企画提案書等を提出すること。 

(1) 提出書類 

① 企画提案書（任意様式） 

② 提案価格書（様式第 4 号） 

※ 単価、人員、人日、郵送費等積算の内訳書を添付すること。 

(2) 提出期限 

令和５年８月１０日（木）午後５時まで（必着） 

(3) 提出先及び提出方法 

事務局に持参又は郵送のいずれかで提出すること。持参の場合は、土日祝日を除く午前８時３０分

から午後５時までとする。 

(4) 企画提案書の作成について 
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① 体裁は原則Ａ４版縦置き（Ａ３版折込可）とし、横書きとする。 

② 仕様書を踏まえ評価基準の項目順に具体的な提案内容を記載すること。 

③ 企画提案書提出後において、業務責任者・業務担当者の変更は、病休、死亡、退職等の特段の理

由がない限り認めない。 

④ 企画提案書の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は計量法（令和４年法律第 51 号）

によるものとすること。文字のポイント数は任意とする。 

(5) 作成部数 

正本１部（参加者名入り）、副本８部（正本コピー可）を提出すること。 

 

９ 審査方法及び審査基準 

館山市子ども・子育て支援事業計画策定業務プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）

が、企画提案書、プレゼンテーション及びヒアリング等により審査を行う。 

(1) 審査項目及び基準 

別紙「館山市子ども・子育て支援事業計画策定業務提案評価基準」のとおり。 

(2) プロポーザル審査会開催日時及び場所等 

① 開催日 令和５年８月１８日（金）午後 

② 場 所 館山市役所 （時間・場所の詳細は別途通知） 

③ 説明資料 提出済の企画提案書以外の資料の配布は認めない。 

④ 実施時間 プレゼンテーションは２０分以内、質疑応答は１０分程度とする。 

⑤ その他 ・出席人数は説明者を含め３名以内とする。 

・本業務の業務担当者となる予定者が出席し、プレゼンテーションを行うこと。 

・外部とのネットワークは使用できない。 

・機器を使用する場合は、提案者が用意すること。ただしプロジェクター（ミニ

Dsub15ピン、HDMI、MHL対応）及びスクリーン（80ｲﾝﾁ）は館山市が用意する。 

・プレゼンテーションの実施順序は、企画提案書の受理順とする。 

 

10 審査結果 

(1) 結果通知 

審査の結果については、電子メールにより通知した上で、結果通知書を郵送する。 

(2) その他 

審査の内容についての問い合わせには一切応じないものとする。また審査結果に対する異議の申し

立ては受理しない。 

 

11 結果の公表 

選定結果については、下記のとおり公表する。 

(1) 公表事項 

参加事業者名、評価得点 

(2) 公表方法 

館山市ホームページ内に掲載する。 
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12 契約の締結 

審査委員会により選定された事業者と以下の要領で随意契約の交渉を行う。 

(1) 辞退等 

第一候補者が辞退等により契約できない場合は、次点の者を契約予定者として契約の交渉を行う。 

(2) 契約内容及び金額 

最終的な契約内容及び金額については、館山市と契約予定者の間で提案内容等を確認する場を設け、

実現内容について精査・調整のうえ確定する。 

 

13 失格条項等 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

(1) 企画提案書等の必要書類を期限までに提出しない場合 

(2) 企画提案書等の提出書類に虚偽の記載があった場合 

(3) 参加資格を有していないことが判明した場合 

(4) 審査の公平性を害する行為があった場合 

(5) 提出された見積価格が館山市の契約限度額を超えている場合 

(6) 会社更生法等の適用を申請する等、契約を履行することが困難と認められる状態になった場合 

(7) 提案にあたり著しく信義に反する行為等があった場合 

(8) その他審査委員会が失格にあたる事由があると認めた場合 

 

14 その他留意事項 

(1) 本プロポーザルの参加に要する費用は、すべて参加事業者の負担とする。 

(2) 提出後の企画提案書の修正は、提出期限内においてのみ可能とする。 

(3) すべての提出書類は返却しない。 

(4) 企画提案書は、事業者選定に伴う作業等に必要な範囲において複製を作成する場合がある。 

(5) 本プロポーザル実施要領及びその他の書式等に変更がある場合には、館山市ホームページで告知す

る。 

 

15 問い合わせ、企画提案書等提出先（事務局） 

担当部署  ：館山市教育委員会 教育部 こども課 

住所    ：〒294－8601 千葉県館山市北条1145－1 

電話    ：０４７０－２２－３４９６  

ＦＡＸ   ：０４７０－２３－３１１５ 

Ｅ－ＭＡＩＬ：kodomo@city.tateyama.chiba.jp 


